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▼日系企業、ペルーで事業展開に苦慮 行政
手続きや制度変更に不満

在ペルーの日系企業が、行政の諸手続きや

制度変更が頻発することに苦慮している。

同国は世界銀行の報告書や主要格付け機関
の投資格付けでは高い評価を受けているも
のの、ビジネスを展開する上では課題も存

在する。日系企業への聞き取りでは、政権

交代時の政策の一貫性のなさや、税制優遇

措置の不足などの指摘があった。 (www.j
etro.go.jp/bizneWs/5338f194c294母 )

▼米国でエネルギー分野の国際会議 シェー
ル革命で産業力を強化
エネルギー分野の国際会議「 CERAウ イ
ーク」が、米テキサス州ヒュース トンで開

かれた。米国でシェール革命が広がるなか、

原油輸出打罪禁や】ヒ米のシェールガス・ オイ

ル開発の状況について議論された。各国の

エネルギー政策による産業界への影響やウ

クライナ問題への言及もあった。 (WWW.j
etro.go.jp/biznews/5338fb58e5bc8)

▼米ミシガン州で労働権法の議論再燃か 11
月に知事選控え

米国の自動車産業の中心デ トロイ トのある

ミシガン州では、労働権法 (RTW法)に
関する議論に再燃の兆しが出てきた。2014

年11月 に知事選を控えているためで、同法

を支持する共和党など保守層と、反対派の

民主党との間で生じる可能性がある。同法

は12年12月 に成立し、その後 1年余りは議
論が落ち着いていた。 (WWW.jetro.go.jp/b
iznews/5338daf199520)

w―.bishesswire.com/
▼米デル、アプ リ (応用ソフ ト)単位で利用
制限できるBYOD(私 有端末の業務利用)
向け管理ソフ トを発売 (WWW.den.cOm)
▼ハー ドディスク駆動装置 (HDD)大 手の
米シーゲー ト・テクノロジー、「ラシー」
ブランドの無線ハードディスクの容量を 2
テラ(テラは 1ノヒ),y卜とこ拡張 (WWW.lacie.com)

▼薬局支援サービスの米パラタ・システムズ、

医療における薬剤師の新たな役害Jについて
の eラ ーニング (イ ンターネットを利用し
た遠隔教育)シ リーズを開始 (WWW.parat
a,com)

▼調査会社 リサーチ・ アンド・ マーケッツ、

がん治療や診断で使 うバイオマーカーの

2014年の世界市場動向についての研究結果

を公表 (WWW.researchandmarkets,com)
▼米ポラリス・ イングス トリーズ、オフロー

ド車向けカーアクセサ リーを手掛けるコル

ピン・ アウ トドアーズを買収 (WWWop01ar
is.com)
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ミ
ャ
ン
マ
ー
は
、
ア
ジ
ア

各
国
の
中
で
も
豊
富
な
埋
蔵

ガ
ス
資
源
を
有
す
る
資
源
大

国
で
あ
る
。
ガ
ス
の
開
発
か

ら
配
給
ま
で
を
所
管
す
る
エ

ネ
ル
ギ
ー
省
は
、
こ
れ
ま
で

オ
フ
シ
ョ
ア
の
ガ
ス
田
開
発

を
積
極
的
に
進
め
て
き
た
。

今
後
も
２
０
１
４
年
に
は
同

国
沖
合
の
ゾ
ー
テ
ィ
カ
や
シ

ュ
ウ

ェ
、
そ
し
て
２０
年
に
は

Ｍ
１
３
と
呼
ば
れ
る
ガ
ス
田

の
操
業
開
始
で
、
さ
ら
な
る

生
産
増
を
見
込
ん
で
い
る
。
　

量
は
わ
ず
か
だ
。
　
　
　
　
　
を
活
用
し
た
水
力
発
電
が
最

す
る
時
期
に
は
計
画
停
電
の

し
か
し
現
状
は
、
ガ
ス
田
　
　
一
方
で
国
内
で
は
、
経
済

も
多
く
、
約
２
２
６
０

ガメ
弓

実
胞
に
よ

っ
て
ブ
ラ
ッ
ク
ア

か
ら
産
出
さ
れ
た
ガ
ス
の
大

発
展
に
伴
い
電
化
率
が
高
ま

を
占
め
る
。
次
い
で
ガ
ス
火

ウ
ト

（大
停
電
）
を
よ
う
や

半
は
生
産
分
与
契
約
に
基
づ

り
、
電
力
消
費
需
要
が
増
加

力
発
電
が
約
８
４
０

ガメ
将
と

く
回
避
し
て
い
る
状
況
だ
。

き
中
国
と
タ
イ
に
輸
出
。
国

し
て
い
る
。
ミ
ャ
ン
マ
ー
の

続
き
、
石
炭
火
力
な
ど
そ
の

　

国
民
の
大
半
は
、
不
安
定

内
向
け
に
振
り
向
け
ら
れ
る

電
源
構
成
は
豊
富
な
水
資
源

他
の
発
電
が
約
１
２
０

ガメ
将

な
電
力
供
給
に
つ
い
て
大
き

な
不
満
を
抱

電
力
不
足
緩
和
へ
事
業
計
画
催
騨

に
対
し
て
厳

し
い
視
線
を
向
け
て
い
る
。

民
主
化
以
降
の
政
府
に
お
い

て
も
電
気
料
金
の
値
上
げ
を

回
避
し
つ
つ
電
力
の
安
定
供

給
を
実
現
す
る
こ
と
が
、
重

要
な
政
策
ア
ジ

ェ
ン
ダ
の

一

つ
と
な

っ
て
い
る
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
政
府
は
電
力

需
要
が
急
速
に
伸
長
す
る
最

大
都
市
ヤ
ン
ゴ
ン
市
内
に
お

け
る
電
力
不
足
緩
和

の
た

め
、
相
次
い
で
民
間
資
金
を

活
用
し
た
発
電
事
業
計
画
を
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と
な

っ
て
い
る
。

こ
の
よ
う
に
電
力
需
要
の

大
半
を
水
力
発
電
と
ガ
ス
火

力
発
電
に
よ

っ
て
賄
う
構
造

で
は
あ
る
が
、
季
節
に
よ

っ

て
は
十
分
な
供
給
力
が
確
保

で
き
な
い
。
例
え
ば
、
水
力

発
電
は
乾
期
の
渇
水
時
期
に

水
不
足
で
稼
働
率
が
低
下
し

て
し
ま
う
た
め
、
他
の
発
電

所
を
フ
ル
操
業
さ
せ
て
も
電

力
不
足
は
避
け
ら
れ
な
い
。

そ
の
た
め
最
も
需
給
が
逼
迫

発
表
し
て
い
る
。
こ
れ
ま
で

の
電
源
構
成
や
国
肉
の
豊
富

な
ガ
ス
資
源
の
活
用
を
念
頭

に
、
ガ
ス
火
力
発
電
所
の
誘

致
が
検
討
さ
れ
て
い
る
。
だ

が
今
後
の
ガ
ス
田
開
発
に
は

相
応

の
期

間
を
要
す
る
た

め
、
短
期
的

（
２
０
２
０
年

前
後
ま
で
）
に
は
発
電
所
向

け
に
十
分
な
ガ
ス
を
供
給
す

る
こ
と
が
困
難
な
情
勢
だ
。

そ
の
た
め
、
ミ
ャ
ン
マ
ー

は
オ
ン
シ
ョ
ア
の
ガ
ス
田
開

発
を
急
ピ
ッ
チ
で
進
め
て
お

り
、
ヤ
ン
ゴ
ン
国
際
空
港
は

関
連
事
業
者
の
往
来
で
か
つ

て
な

い
に
ぎ
わ

い
を
見

せ

る
。
さ
ら
に
短
期
的
な
需
給

改
善
に
向
け
て
、
ヤ
ン
ゴ
ン

配
電
公
社
が
海
外
か
ら
の
液

化
天
然
ガ
ス

（
Ｌ
Ｎ
Ｇ
）
調

達
の
検
討
を
開
始
す
る
な
ど

の
新
た
な
動
き
も
見
ら
れ
る

よ
う
に
な

っ
た
。

た
だ
し
、
ガ
ス
田
開
発
と

は
異
な
り
、
Ｌ
Ｎ
Ｇ
調
達
は

ミ
ャ
ン
マ
ー
に
と

っ
て
初
め

て
の
試
み
で
、
関
連
す
る
制

度
等
も
未
確
立
で
あ
る
。
そ

の
た
め
、
海
外
か
ら
の
Ｌ
Ｎ

Ｇ
調
達
を
実
現

さ

せ
る

に

は
、
ミ
ャ
ン
マ
ー
の
政
府
関

係
者
間
に
お
い
て
Ｌ
Ｎ
Ｇ
調

達
に
関
す
る
理
解
促
進

（キ

ャ
パ
ン
テ
ィ
ー
ビ
ル
デ
ィ
ン

グ
）
が
必
要
と
な
る
。

ミ
ャ
ン
マ
ー
の
資
源
輸
入

を
巡
り
、
日
本
の
長
年
の
経

験
を
政
策
支
援
に
生
か
せ
る

可
能
性
も
高
い
。
資
源

。
エ

ネ
ル
ギ
ー
分
野
で
日
本
政
府

・
企
業
が
存
在
感
を
発
揮
す

る
た
め
に
も
、
資
源
開
発
を

急
ぐ
ミ
ャ
ン
マ
ー
に
対
し
て

様
々
な
支
援
策
を
講
じ
て
い

く
こ
と
が
期
待
さ
れ
る
。
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サ
ム
ス
ン
、
現
代
自
動
車
、

Ｓ
Ｋ
、
Ｌ
Ｇ
の
上
位
４
財
閥

の
純
利
益
は
、
４２
兆
８
４
２

０
億
培

（約
４
兆
２
０
０
０

億
円
）
だ

っ
た
。
と
り
わ
け

サ
ム
ス
ン
、
現
代
自
の
２
強

の
存
在
感
が
大
き
く
、
両
グ

ル
ー
プ
で
３０
大
財
閥
の
利
益

の
７６
％
を
占
め
る
。
１３
年
ま

で
の
４
年
間
で
４
財
閥
の
割

中
国
で
習
近
平
国
家
主
席

へ

の
権
力
集
申
ぶ
り
が
際
立

っ
て

い
る
。
昨
年
末
以
降
、
改
革
の

司
令
塔
と
な
る

「全
面
深
化
改

革
指
導
小
組

（グ
ル
ー
プ
）
」

を
は
じ
め
、
経
済
か
ら
軍
ま
で

各
分
野
で
改
革
グ
ル
ー
プ
を
次

々
に
設
け
、
自
ら
が
ト

ッ
プ
に

就
い
た
。
そ
の
振
る
舞
い
は
ど

こ
か
の
ワ
ン
マ
ン
経
営
者
に
見

え
な
く
も
な
い
。

「
ト

ッ
プ
人
事
が
決
ま
ら
な 合

は
５
～
７
割
台
で
推
移
し

て
い
た
が
、
‐４
年
は

一
気
に

９
割
台
ま
で
高
ま

っ
た
。

ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
や
半
導

体
、
自
動
車
な
ど
、
韓
国
を

代
表
す
る
産
業
を
中
核
企
業

と
し
て
抱
え
る
４
財
閥
が
韓

国
経
済
を
け
ん
引
す
る
構
図

が
強
ま

っ
て
い
る
。
た
だ
、

ウ
オ
ン
高
な
ど
を
反
映
し
４

財
閥
の
純
利
益
は
前
年
比
で

は
６
％
減
少
し
た
。
そ
れ
で

も
全
体
に
占
め
る
割
合
が
増

え
て
い
る
の
は
、
そ
れ
以
下

の
財
閥
の
不
振
が
大
き
い
か

ら
だ
。

業
績
が
大
幅
に
悪
化
し
た

下
位
財
閥
は
多
い
。
製
鉄
や

建
設
を
手
掛
け
る
１８
位
の
東

部
グ
ル
ー
プ
は
５
８
９
０
億

岩
の
最
終
赤
字
。
海
運
や
北

朝
鮮
事
業
を
手
掛
け
る
２‐
位

の
現
代
グ
ル
ー
プ
は
９
７
３

０
億
岩
の
赤
字
。
自
己
資
本

に
対
す
る
負
債
比
率
は
５
４

０
％
に
達
し
て
お
り
、
昨
年

明確な意図・言葉、重要に

に
は
現
代
証
券
な
ど
金
融
事

業
の
売
却
を
迫
ら
れ
た
。

韓
国
の
朴
撞
恵

（パ
ク

。

ク
ネ
）
大
統
領
は
２
月
、
「
経

済
革
新
３
カ
年
計
画
」
を
発

表
し
、　
一
部
に
偏
重
し
た
産

業
構
造
を
是
正
す
る
方
針
を

打
ち
出
し
て
い
る
。
３
年
間

で
ベ
ン
チ
ャ
ー
企
業
の
育
成

に
総
額
４
兆
岩
を
投
じ
る
方

針
も
示
し
た
が
、

「
容
易
で

は
な
い
」
と
の
声
が
す
で
に

韓
国
内
で
出
て
い
る
。

公
取
委
は
同

一
の
個
人

・

法
人
が
経
営
や
事
業
周
容
を

事
実
上
支
配
す
る
２
社
以
上

の
グ
ル
ー
プ
を
企
業
集
団
と

定
義
。
企
業
集
団
に
属
す
る

【
ソ
ウ
ル
＝
加
藤
宏

一
】
韓
国

で
サ
ム
ス
ン
な
ど

一
部
の
大
企
業

グ
ル
ー
プ
に
富
が
集
中
す
る
傾
向

が

一
段
と
強
ま

っ
て
い
る
。
韓
国

公
正
取
引
委
員
会
の
２
０
１
４
年

４
月
の
調
査
に
よ
る
と
、
「
財
閥
」

と
呼
ば
れ
る
３０
大
企
業
グ
ル
ー
プ

の
う
ち
、
上
位
４
財
閥
の
純
利
益

（
‐３
年
、
金
融
除
く
）
が
全
体
の

９０

．
１
％
を
占
め
た
。
前
年
比
で

１０

・
３
習
上
昇
し
、
過
去
５
年
で

最
高
と
な

っ
た
。
中

・
下
位
財
閥

の
業
績
低
迷
も
浮
き
彫
り

に
な

り
、
財
閥
間
の
格
差
が
鮮
明
に
な

っ
て
い
る
。

純利益、全体の9割に

い
」
。
北
京
の
あ
る
中
央
官
庁

の
関
係
者
が
こ
ぼ
す
。
同
氏
に

よ
れ
ば
、
１
年
以
上
も
前
か
ら

３
人
を
ト

ッ
プ
候
補
者
と
し
て

挙
げ
て
い
る
が
、
人
事
権
を
握

る
党
中
央
組
織
部
か
ら

「
何
の

返
答
も
な
い
」
。

国
家
発
展
改
革
委
員
会

（発

改
委
）
な
ど
ト

ッ
プ
が
閣
僚
級

な
ら
ば
ま
だ
し
も
、
こ
の
省
庁

は
重
量
級
と
は
い
え
な
い
部
局

に
す
ぎ
な
い
。
に
も
か
か
わ
ら

ず

「
い
ず
れ
の
候
補
者
も
習
氏

が
気
に
入
ら
な
い
よ
う
だ
」
と
、

現
場
は
習
氏
を
お
も
ん
ば
か

る
。

【
ソ
ウ
ル
＝
小
倉
健
太
郎
】

仏
自
動
車
ル
ノ
ー
傘
下
の
韓

国
ル
ノ
ー
サ
ム
ス
ン
自
動
車

は
、
年
間
の
生
産
台
数
を
２

０
１
６
年
に
１３
年
比
７
割
増

産
業
界
で
は
即
断
即
決
で
果

敢
に
リ
ス
ク
を
張

っ
て
勝
負
に

出
る
ワ
ン
マ
ン
経
営
者
が
し
ば

し
ば
脚
光
を
浴
び
る
。
経
済
減

速
や
所
得
格
差
、
高
齢
化
、
民

族
問
題
な
ど
課
題
山
積

の
中

国
。
習
氏
が
有
能
な
″
ワ
ン
マ

ン
経
営
者
″
と
し
て
、
改
革
を

な
し
遂
げ
た
い
な
ら
、
権
力
を

集
中
し
て
あ
ら
ゆ
る
分
野
で
陣

頭
指
揮
を
執
る
統
治
モ
デ
ル
も

悪
く
は
な
い
。

し
か
し
、
そ
れ
も
明
確
な
意

図
と
メ

ッ
セ
ー
ジ
を
込
め
た
ト

ッ
プ
の
言
葉
が
あ
れ
ば
こ
そ
。

さ
も
な
け
れ
ば
、
ト

ッ
プ
を
お

準

ス
マ
ホ
。車
、経
済
け
ん
引

韓
国
ル
ノ
ー
サ
ム
ス
ン
自
動
車

6年計画

の
２２
万
台
に
す
る
。
日
産
自

動
車
の
多
目
的
ス
ポ
ー
ツ
車

（
Ｓ
Ｕ
Ｖ
）
の
生
産
を
１４
年

か
ら
開
始
。
韓
国
を
ル
ノ
ー

の
セ
ダ

ン
型
電
気
自
動
車

も
ん
ぱ
か

っ
た
取
り
巻
き
が
現

場
を
混
乱
さ
せ
、
結
果
と
し
て

誤

っ
た
経
営
判
断
を
招
き
か
ね

な
い
。

「
習
氏
の
お
目
当
て
の
人
材

は
誰
だ
？
」
。
ト

ッ
プ
人
事
が

決
ま
ら
な
い
中
央
官
庁
で
は
官

僚
た
ち
が
焦
り
を
強
め
て
い
る

と
い
う
。
も
し
、
経
済

。
金
融

や
外
交
な
ど
中
国
の
行
く
末
を

左
右
す
る
現
場
で
習
氏
が
明
確

な
指
示
を
出
さ
ず
、
単
に
権
力

を
振
り
か
ざ
し
て
い
る
だ
け
な

ら
…
…
。
考
え
る
だ
け
で
ぞ

っ

と
す
る
。

（上
海
Ｈ
菅
原
透
）

（
Ｅ
Ｖ
）
の
輸
出
拠
点
と
し

て
も
活
用
す
る
。

ル
ノ
ー
の
カ
ル
ロ
ス

・
ゴ

ー
ン
最
高
経
営
責
任
者

（Ｃ

Ｅ
Ｏ
）
が
２
日
、
ソ
ウ
ル
で

記
者
会
見
し
、
計
画
を
示
し

た
。
日
産
の
Ｓ
Ｕ
Ｖ

「
ロ
ー

ダ
」
を
１４
年
か
ら
年
８
万
台

規
模
で
生
産
す
る
。

ル
ノ
ー
サ
ム
ス
ン
は
国
内

販
売
、
輸
出
と
も
伸
び
ず
業

績
が
悪
化
。
１２
年
度
の
最
終

損
益

は
約
２
０

０
０
億
岩

（約
２
０
０
億
円
）
の
赤
字

だ

っ
た
。

‐３
年
度
に
は
１
７
０
億
培

の
黒
字

に
転
換
し
た
。
も

っ

と
も
、
早
期
退
職
に
よ
る
固

定
費
削
減
と
、
ウ
オ
ン
高
円

安
で
日
本
か
ら
の
部
品
輸
入

コ
ス
ト
が
下
が

っ
た
影
響
が

大
き
い
。

ゴ
ー
ン
氏
は
２
日
の
記
者

会
見
で

「
ル
ノ
ー
サ
ム
ス
ン

は
回
復
の
第
２
段
階
に
入

っ

た
」
と
宣
言
し
た
。

生
産
台
数
、７
割
増
に

会
社
の
資
産
合
計
が
５
兆
若

以
上
の
場
合
は
大
規
模
企
業

集
団
に
指
定
し
、
相
互
出
資

や
債
務
保
証
な
ど
が
禁
じ
ら

れ
る
。
資
産
総
額
に
基
づ
い

て
ラ
ン
キ
ン
グ
さ
れ
、
１４
年

４
月
時
点
で
公
企
業
を
除
く

と
４９
社

が
指
定

さ
れ

て
い

る
。

上位30財関の純利益に占める四大財閥
の割合はo13年、総額47兆 5270信ウォス金融を除く)
その他 9,9

LG 4,5

SK 9,6

現代自動車

強まる四大財関の寡占状態

上位4財閥の割合

5～ 10位

11～ 30位

サムスン

％

００

８０

６０

４０

２０

０
2010年   11   12   13   14

(注 )韓国公正取引委員会まとめ。毎年4月発表ベース

29.7


